
 

 

 

 

 

 

上 越 科 学 館 

管理運営業務仕様書 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年７月 

新潟県上越市 
 

 



 

 目     次 

 

Ⅰ 基本的事項  

１ 業務目的 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

２ 管理運営の基本的な考え方 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

３ 施設概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

４ 開館時間、休館日  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

５ 利用者数及び利用料金等収入の要求水準・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

６ 利用料金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

７ 指定管理料（委託料） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

８ 職員配置 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

９ 従事者の心得 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 

10 法令等の遵守 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 

11 危機管理対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 

12 個人情報の保護と情報公開 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 

13 環境に対する取組み ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 

14 備品の帰属等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 

15 賠償責任と保険の加入 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 

16 管理運営に係る経費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 

17 事業計画書及び事業報告書等の提出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 

⑴ 事業計画及び収支計画  

⑵ 月例報告 

⑶ 中間報告 

⑷ 随時報告 

⑸ 実績報告 

⑹ 指定管理の終了時 

⑺ 会社経営の報告等 

18 業務の再委託 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9 

19 指定管理者に対する監督、監査及びモニタリング ・・・・・・・・・・・・・ 9 

20 利用者サービス向上のための取組 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9 

 

Ⅱ 施設の運営に関する業務  

１ 基本的事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

２ 施設内の安全対策業務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

３ 施設の使用許可 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

４ 利用者への対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

５ 要望、苦情、トラブルの対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

６ 自主事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

７ 誘客宣伝 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

８ 内部事務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

９ 対象外の事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

10 文書の作成・保管・引継ぎ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

11 環境配慮に関する事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

12 受付業務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

13 案内説明業務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

14 サイエンス事業業務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

15 サイエンスプレイパーク等管理業務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

16 その他施設の運営上必要な業務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

 

Ⅲ 施設設備の維持管理に関する業務  



 

１ 基本的事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

２ 科学館展示物保守点検業務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 

３ 科学館Ｇゾーン恐竜模型保守点検業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

４ その他施設設備の維持管理上必要な業務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

 

Ⅳ その他  

１ 資料の展示・案内について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

２ 各種イベント等の対応について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

 

Ⅴ リスク分担  

１ リスク分担 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 



 

上越科学館管理運営業務仕様書 

 

上越科学館の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲は、この仕様書によるものとする。 

なお、本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた場合には、その都度、双方の協議により定め

るものとする。 

Ⅰ 基本的事項  ※施設の詳細は、施設の概要（別紙1）を併せて参照してください。 

１ 業務目的 

本業務は、「市民の自然科学に関する教養を高め、市民の文化向上に寄与する」という上越

科学館（以下「科学館」又は「施設」という。）の設置目的を効果的かつ効率的に達成するこ

とができるよう、科学館を円滑に運営し、また、施設設備の適切な維持管理を行うことを目的

とする。 

また、民間活力により、業務の効率化とサービスの向上を図ること。 

 

２ 管理運営の基本的な考え方 

  円滑な運営及び適切な維持管理は、法令及び市条例等を遵守するとともに、あわせて次の事

項を遵守すること。 

 ⑴ 利用者の自然科学に関する教養を高め、利用者の文化向上に寄与するため設置された科学

館の理念に基づき、管理運営を行うこと。 

 ⑵ 公の施設であることを常に念頭において、管理運営に当たっては、利用者の平等利用の確

保に努め、利用者に対して不当な差別的扱いをしてはならない。また、正当な理由がない限

り、施設の利用を拒んではならない。 

⑶ 利用者の意見や要望を反映させるなど、利用者本位の運営を行うこと。 

⑷ 民間活力による業務の効率化とサービスの向上を図るとともに、環境負荷の低減と施設の

保全に努め、施設の運営に支障のない安定的な運営費用の確保に努めること。 

 ⑸ 個人情報の保護を徹底すること。 

 ⑹ 災害時、緊急時に備えた危機管理を徹底すること。 

 ⑺ その他、施設の設置目的に見合った業務の実施と、指定管理者としての責任を果たすため、

誠実に業務にあたること。 

 

３ 施設概要 

⑴ 名称   

上越科学館 

⑵ 所在地 

    新潟県上越市下門前446番地2 

⑶ 施設の内容 

    ・建築年月  昭和59年10月 

    ・建物構造  鉄骨鉄筋コンクリート造 2階建 

    ・延床面積  4,351㎡ 



 

    ・敷地面積  43,990㎡（リージョンプラザ敷地を含む。） 

    ・駐車台数  普通車約500台（リージョンプラザと共用） 

    ・主な施設 

・第一展示室（人類の進化、生命のふしぎ、からだのしくみ、健康に生きる） 

      ・第二展示室（くらし・環境・エネルギー、雪のサイエンス、生命の進化と環境） 

      ・チルドレンパーク 

      ・特別展示室 

      ・実験工作室 

      ・低温実験室 

      ・教養資料室 

・サイエンスプレイパーク 

・その他附属設備 

 

４ 開館時間、休館日 

  施設の開館時間及び休館日は、次のとおりとする。ただし、市との協議により変更すること

ができる。 

 ⑴ 開館時間 

午前9時から午後 5時までとする。（入館は 4時30分まで） 

⑵ 休館日 

※ 以下は現行の休館日となります。現在市では休館日の見直しを検討しており、現行の休 

館日に加え、週 1日休館日を追加（市内小・中学校の長期休業期間中を除く平日を想定）

する可能性があります。 

  ア 月曜日。ただし、この日が国民の祝日に関する法律に規定する休日（以下、「休日」とい

う。）に当たるときは、その翌日 

  イ 休日の翌日 

ウ 12月29日から翌年 1月1日 

※ 市内小・中学校の長期休業期間中（夏休み・冬休み・春休み期間）は、休館しないこと。 

  ただし、12月29日から1月1日までを除く。 

 

５ 利用者数及び利用料金等収入の要求水準 

利用者数及び利用料金等収入の要求水準は下表のとおり。また、指定管理料基準額について

は、この要求水準を基に算定している。 

【要求水準】 

 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 

利用者数 92,706人 92,706人 92,706人 92,706人 92,706人 

利用料金収入 21,386千円 21,386千円 21,386千円 21,386千円 21,386千円 

事業収入 1,330千円 1,330千円 1,330千円 1,330千円 1,330千円 

その他収入※ 810千円 810千円 810千円 810千円 810千円 

※その他収入：自動販売機手数料、広告料・講師派遣謝礼など 



 

６ 利用料金 

  本施設については、利用料金制度を導入するため、指定管理者は入館者が払う利用料金を自

らの収入とする。また、指定管理者自らが企画・実施する各事業の収入等についても自らの収

入とすることができる。 

 ⑴ 指定管理者の収入と見込まれるもの 

  ア 利用料金収入：指定管理者は、条例で規定する範囲内で市長の承認を経て、利用料金を

定めることができる。 

  イ 指定管理料（委託料）：利用料金制度を導入するため、適正に算出された管理運営経費の

合計額から事業提案に基づき、業務が実施された場合に想定される当該利用料金収入を差

し引いた額を指定管理料として市が指定管理者に支払うものとする。 

  ウ 自主事業・受託事業収入：指定管理者自らの企画による自主事業・受託事業を実施する

ことによる収入。 

 ⑵ 利用料金の減免 

指定管理者は、これまで市が行ってきた使用料の減免基準を踏襲することとし、実施に当

たっては、市と協議すること。 

※詳細は、別紙「上越科学館_入館料減免規定」による。 

  ⑶ 利用料金の徴収・管理 

利用料金の徴収は、原則、前納とする。ただし、指定管理者が特に必要があると認めると

きは、この限りではない。徴収した全ての利用料金については必要な帳簿を作成すること。 

  ⑷ 年間入館券の取扱い 

   指定管理者は、利用者の利便に資するため、条例で規定する額の範囲内で、市の承認を得

て年間入館券を発行することができる。なお、令和 9年4月1日以降に有効期限が到来する

年間入館券については、その期限まで有効とする。 

⑸ インボイス 

インボイス制度（適格請求書等保存方式）により、指定管理者に帰属する利用料金等（自

主事業の収入含む）の請求にあたっては、インボイス（適格請求書）の交付が必要となる。

このため、利用料金等の収入がある指定管理者はインボイス発行事業者の登録など、インボ

イス制度に沿って対応すること。 

 

７ 指定管理料（委託料） 

⑴ 指定管理料の額の決定 

  委託料は、当該施設の管理にかかる経費の一部を市が負担する経費とする。 

  算定の基本的な考え方は、指定管理者が当施設を管理するために必要なすべての経費から

当施設の管理で得られる収入（利用料金等）を差し引いた額を基礎として、市が指定する指

定管理料基準額の範囲で指定対象者が提案する。 

  指定管理者に指定された対象者は、提出した事業計画書に提示した委託額を基本に、市と

協議の上、協定書を締結する。 

※指定後に、施設の利用状況に応じて、開館時間や休館日等の管理形態の見直しが必要とな

った場合、協議の上、指定管理料を見直す場合がある。 



 

※指定管理料基準額には消費税 10％が含まれる。 

  ⑵ 指定管理料基準額 

    349,745千円（5年間） 

⑶ 指定管理料の積算資料 

指定管理者が行う業務に関わる経費として、令和6年度及び令和7年度の決算額を参考数

値として提供するもの。 

事業計画の検討に当たっては、民間管理の優位性を発揮し、施設の利用促進と経費縮減、

さらにサービス向上の面から、施設管理に要する経費を提案すること。 

・収支計算書 … 令和6年度及び令和7年度の決算額（別紙2-1） 

・試算表   … 令和9年度～令和13年度に市が見込む物件費（別紙 2-2） 

※収入額、人件費は含まない 

 

  【留意点】 

○利用料金収入について 

・利用料金収入実績と、利用料金の収入見込額に過不足があった場合でも、指定管理

料の精算は行わない。 

○修繕料について 

・収支計画書の歳出（修繕料）には、あらかじめ市が提示する所要見込額を記載して

いる。申請者が見込額以上の修繕を提案しようとするときは、修繕料（提案分）と

して計上すこと。 

・指定管理者が実施した小規模修繕の実績額と、修繕見込額に過不足があった場合で

も、指定管理料の精算は行わない。 

○適正利益について 

・各年度の総支出の見込みに対して 5%の金額を適正利益分として加算した上で、指

定管理料基準額を算定している。 

○間接費について 

・本社経費などの指定管理施設に直接的に関わらない共通経費がある場合は、算定

根拠を示した上で、収支計画書及び収支決算書に計上すること。 

○委託料の精算について 

・委託料の精算は、原則、行わない。 

・ただし、物価高騰等の影響が著しく大きい場合や、令和9年度からの休館日の見

直しによる影響などは、協議の上、精算を行う場合がある。 

⑷ 指定管理料の請求時期 

  指定管理料は実績払いとし、指定管理者は、毎月、前月の指定管理料を市に請求するも

のとする。ただし、市と指定管理者との協議により、請求時期を変更する場合がある。 

 

８ 職員配置 

  管理運営業務を実施するため、必要な有資格者及び経験者等、適正な職員を配置すること。 

 ⑴ 施設の管理運営に専門的な資格や経験を要する場合は、必要な人数の有資格者及び経験者



 

を職員として配置すること。 

⑵ 施設の利用に関する業務、施設・設備の維持管理に関する業務、サイエンス事業の企画・

実施等、各種業務における責任体制を確立すること。 

⑶ 職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮するとともに、利用者の要望

に応えられるものとすること。 

⑷ 職員の資質を高めるため、研修を実施するとともに施設の管理運営に必要な知識と技術の

習得に努めること。 

⑸ 労働法令の遵守や雇用・労働条件への適切な配慮がなされるようにすること。 

 

９ 従事者の心得 

 ⑴ 言葉遣いが穏やかで、利用者に印象の良い対応をすること。 

 ⑵ 動作が機敏で、かつ機転の利いた対応をすること。 

 ⑶ 上越市の魅力発信を心掛けること。 

 

10 法令等の遵守 

 ⑴ 科学館の管理運営にあたっては、本仕様書のほか、関連法令等を遵守し、適正な管理を行

うこと。 

⑵ 経理や補助金申請への専門家活用の推進や、役職員向けにコンプライアンス研修を実施す

るなど法令違反等を起こさない組織の仕組みづくりを行うこと。 

⑶ 行政機関等から指導・是正・業務停止・取消しなどの通知があった場合は、速やかに報告

し、対応策を講じること。 

【主な関連法令等一覧】 

根拠法令等 主な項目 

建築基準法 各設備の定期調査・報告等 

消防法 防火管理者の選任、避難訓練等 

労働基準法 職員の労働時間、賃金管理等 

労働安全衛生法 職場の安全管理 

建築物における衛生的環境の確保に関する法律 空気環境、水質、清掃等 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 廃棄物の処理 

個人情報の保護に関する法律 利用者情報の管理 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 障害者の施設利用等 

不当景品類及び不当表示防止法 広告の利用時 

著作権法 音楽や映像の利用時 

上越科学館条例 利用料金、開館時間等 

上越科学館条例施行規則 禁止行為等 

 

11 危機管理対応 

 ⑴ 自然災害、人為災害、事故及び自らが原因者・発生源になった場合等のあらゆる緊急事態、

非常事態、不測の事態には、遅滞なく適切な措置を講じたうえ、市をはじめ関係機関に速や



 

かに通報すること。 

ア 火災、事故等の緊急時の利用者に対する避難誘導及び関係機関への通報を迅速に行うこ

と。 

  イ 停電時等における施設の復旧を遅滞なく行うこと。 

  ウ その他利用者に対する対応に万全を期すること。 

 ⑵ 予防対策 

ア 危機管理体制を築くとともに、対応マニュアルを作成し、災害時の対応について随時訓

練を行うこと。 

  イ 消防署等防災関係機関から指摘があった場合は、直ちに改善すること。 

 

12 個人情報の保護と情報公開 

 ⑴ 業務上知り得た個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５

７号）及び上越市指定管理業務における個人情報の管理に係る約款により、適正な取扱いを

すること。 

 ⑵ 市民が利用する公共施設の管理であることを認識し、その管理運営についての透明性を高

めるよう努めること。 

⑶ 公の施設の管理に関する文書その他の指定管理者としての業務に関する文書等の公開 

に努めること。 

 

13 環境に対する取組み 

  環境負荷の低減対策を実行・記録し、適宜結果を報告するなど環境に配慮した施設管理を行

うこと。 

 

14 備品の帰属等 

 ⑴ 指定管理業務に必要な備品については、原則として市が用意し、貸与する。 

  ■備品とは、減価償却の対象として有形固定資産の計上の対象となる物品をいいます。 

   ※ 単体では消耗品扱いであるが、購入金額、内容、時期等に鑑み、一体の資産として捉

えるべきものは備品となります。（例 単体：机・椅子⇒総体：応接セット） 

 ⑵ 市との事前協議に基づき、指定管理者が委託料又は利用料金等の収入で指定管理業務のた

めに購入した備品は、原則として市の所有に属するものとし、当該備品を購入後、直ちに市

に対し寄附採納を行うものとする。 

 ⑶ 市との事前協議に基づき、当該備品の性質上、市の所有に属する必要がないと認められる

ときは、指定管理者の所有とすることができる。 

  ■指定管理者の所有とすることができる備品 

・指定管理業務と直接関係のない備品（必須でなく付加価値的なもの） 

・指定管理者の交代時に旧指定管理者が引き揚げても問題がない備品 

 ⑷ 市の所有に属する備品は「上越市物品管理規則」及び関係例規の管理の原則・分類に基づ

いて管理するものとする。指定管理者は同規則に定められた備品台帳を備えて、その保管に

係る備品を管理し、購入及び廃棄等の異動について市に報告するものとする。 



 

 

15 賠償責任と保険の加入 

  科学館の管理運営を行うに当たり、指定管理者の行為が原因で利用者に損害を与えた場合は、

国家賠償法1条の規定により、施設の設置者である市が賠償責任を負う。ただし、市は、指定

管理者に過失がある場合等必要に応じて、指定管理者に対してその賠償請求を行い、かつ指定

管理者の指定の取り消し等の処分を行うことができるものとする。 

  また、指定管理者は、自らが負うリスクに対し、損害賠償責任保険等の必要な保険に適切な

範囲で加入するものとする。 

 

16 管理運営に係る経費 

  指定管理者が科学館の管理運営を行うために要する経費は、市からの委託料と利用料金等に

よる収入を充てる。また、指定期間中に、市が利用料金の上限額を変更した場合には、指定管

理者との協議により、委託料を変更するものとする。 

 

17 事業計画書及び事業報告書等の提出 

  ※提出に当たっては、リージョンプラザ及び科学館について各々提出すること。 

指定管理者は、毎年度終了後、管理業務の実施状況、利用状況、利用料金等の収入実績、管

理に係る経費の収支決算などを記載した実績報告書を市に提出するほか、管理運営の状況につ

いて、市が指定した方法により定期的に報告しなければならない。期限は厳守する。 

なお、指定管理業務と自主事業の会計は明確に区分すること。指定管理業務と自主事業に共

通する経費については、市の承認を受けた按分基準に基づき、適切に按分すること。指定管理

業務の実績報告書に自主事業分の実績を含めることは厳禁とする。 

また、当該指定管理業務以外で指定管理者が行う業務（以下、「プロパー業務」という。）の

会計についても明確に区分すること。指定管理業務とプロパー業務に共通する経費については、

按分基準を明確にし、市の承認を受けて按分すること。 

実績報告等に本社分の経費を計上する場合は、その金額の算出根拠を明確にし、市へ示すこ

と。 

  報告様式については、市と協議のうえ定めることとし、運用に当たっては、重複報告のない

よう市は指定管理者と十分協議のうえ進める。 

⑴ 事業計画及び収支計画 

   指定管理者申請時に提案した内容に基づき、1 年間実施する事業計画書及び収支計画書を

年度毎に作成の上、前年度の3月20日までに提出し、次の事項について市と協議すること。 

・新年度の管理方針（目標） 

・施設の管理の業務の実施計画 

・施設の利用計画（当初提案した事業計画書と整合すること） 

・施設の利用料金の収入の計画 

・施設の管理に係る経費の収支計画 

・その他（修繕計画など） 

⑵ 月例報告 



 

   毎月の施設の管理に係る次の事項について、翌月の15日までに市へ報告すること。 

   ・利用実績 

・施設の利用料金等の収入実績 

・施設の管理に係る経費実績 

・減免を行った件数と金額実績 

・施設の安全点検の実施実績 

・修繕箇所の実績 

・苦情、トラブル発生状況、内容及び処理の状況 

⑶ 中間報告 

   次の事項について、毎年度10月31日までに市へ報告すること。 

・翌年度の運営方針 

・翌年度のサイエンス事業、自主事業に関する計画書 

・翌年度必要となる修繕料及び大規模修繕の内容 

※協定期間の最終年度においては、「翌年度の運営方針」及び「翌年度の自主事業計画書」

の報告は不要とする。 

⑷ 随時報告 

次の事項について、随時市へ報告すること。 

・苦情のうち重要な案件 

・利用者に事故があった場合…発生～処理までの間、適宜の報告と顛末書の提出 

・備品管理の状況（購入報告・廃止報告） 

・当該年度のサイエンス事業、自主事業の実績（事業が確定し市民に公表する前） 

・施設の安全点検を行った結果、異常箇所が見つかった場合 

・行政機関等から指導・是正・業務停止・取消しなどの通知があった場合 

・その他市から指示があったもの 

⑸ 実績報告 

次の事項について、毎年 4月30日までに市へ報告すること。 

・当初計画に対する事業評価     

・施設の利用状況        →「施設の利用状況～施設の安全点検の実施実績」の 

・施設の利用料金の収入実績    詳細は毎月報告を徴していることから不用。 

・利用料金の減免状況       実績をまとめた総括表を報告すること。 

・施設の安全点検の実施実績 

・施設の管理の業務の実施状況 

・サイエンス事業、自主事業の実績、苦情の対応状況、修繕箇所の実績、各種保守点検の

結果報告等 

・管理に係る経費の収支決算、人件費の内訳書 

・サイエンス事業、自主事業に係る収支決算 

・その他市から指示のあったもの（指定管理者は、市からの指示に基づき、必要に応じて 

 請求書、領収書その他の支払を証する書類を提出するものとする。） 

⑹ 指定管理の終了時 



 

  今後の管理に支障が生じないよう誠意をもって引継ぎを行うこと。 

一例を挙げると 

・事務引継書（当初受託の際の事務引継書と同等以上のもの） 

・各業務詳細マニュアル 

・新年度の予約一覧と利用料金徴収の状況 

 

⑺ 会社経営の報告等 

  会社法法人にあっては、賃借対照表及び損益計算書など会社全体の経営状況のわかる資料

を決算確定後に提出すること。その他の団体にあっては、賃借対照表に代わる書類及び収支

計算書を決算確定後に提出すること。 

また、指定管理者が複数の事業を行っている場合は、施設の収支状況を抜き出した部門別

の損益計算書や収支決算書等を提出すること。 

 

18 業務の再委託 

  指定管理者は、設備の保守点検のような個別の具体的業務を市と協議のうえ承認を得て第三

者に委託することは差し支えないが、科学館の管理運営業務のすべてを第三者に委託してはな

らない。また、指定管理者が委託した業務の受託者がさらに他者に委託することはできない。 

 

19 指定管理者に対する監督、監査及びモニタリング 

⑴  市は、指定管理者が管理する科学館の適正な運営を期するため、指定管理者に対して、

当該業務内容又は経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示を

することができる。 

 ⑵ 指定管理者は、市から調査のために資料の提出等を求められたときは、それに応じること。 

 ⑶ 市は、指定管理者が市の指示に従わないとき、又はその他当該指定管理者による管理を継

続することが適当でないと認めるときは、その管理を取り消し、又は期間を定めて管理の業

務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

 ⑷ 市又は市監査委員が必要と認めるときは、指定管理者が行う科学館管理運営業務に係る出

納関連の事務について監査を行うことができる。 

 

20 利用者サービス向上のための取組 

 ⑴ 自動販売機の設置 

    現在、自動販売機を設置している場所のほか、施設の必要な場所に自動販売機を設置する

ことにより、施設利用者に対するサービス向上を図る。 

 ⑵ 物販事業 

   自動販売機設置のほか、施設の空きスペース等を活用した物販を行い、利用者サービスの

向上につながる事業を行うこと。 



 

Ⅱ 施設の運営に関する業務  

１ 基本的事項 

  科学館は、自然科学の分野に属する資料（以下「資料」という。）の展示及び管理に関するこ

と、展示に必要な資料の収集・調査・研究に関すること、資料利用のための説明・助言・指導

に関すること、その他施設の設置目的を達成するために必要な事業を行う。 

  指定管理者は、業務の目的を踏まえ、科学館を効率的かつ効果的に管理運営していくものと

する。 

 

２ 施設内の安全対策業務 

⑴ 常に、入館者を確認し、不審者等の早期発見、入館者の安全確保に努めること。 

⑵ 随時館内外を巡回し施設の点検を行うことにより、事故等の未然防止、施設の不備の早期

発見に努めること。また、閉館後、館内外の巡回警備を行うこと。 

 ⑶ 防火管理者の配置、災害時の対応を想定した訓練の実施、機械警備システムを併用した 24

時間警備等については、リージョンプラザ上越と連携・協力の上、実施する。 

 

３ 施設の使用許可 

指定管理者は、施設の使用許可権限を有することになる。許可に際しては、利用内容が公共

施設の目的に沿ったものであることを確認するとともに、平等な利用を確保しなければならな

い。 

 ⑴ 使用計画の管理、調整 

 ⑵ 予約の受付 

 ⑶ 減免の決定 

 ⑷ 利用料金の徴収 

 ⑸ 利用者への使用上の注意説明と準備、片付けの説明 

 

４ 利用者への対応 

  利用者本位の運営を行い、親切丁寧な対応を心がけ、常にサービスの向上に努めること。 

冷暖房等については、利用者に配慮し、過度に使用を控えることがないようにすること。 

 ⑴ 窓口対応、館内案内 

 ⑵ 施設の利用受付 

 ⑶ 各種問い合わせへの対応 

 ⑷ 負傷者、急病人への対応 

 ⑸ 年少者、高齢者、障がいのある人等の弱者への配慮 

 

５ 要望、苦情、トラブルの対応 

 ⑴ 要望、苦情、トラブルには、迅速、適切に対応すること。 

 ⑵ 要望、苦情、トラブルで重要なものは、速やかに市に報告し対応を協議すること。 

 ⑶ 「利用者の声ポスト」等の設置により、利用者の意向の把握に努めること。 



 

 ⑷ 利用者アンケートの実施 

施設利用者を対象に、本施設において提供するサービス等の評価に関するアンケートを年

1回以上実施し、アンケート用紙の作成・配布・回収及び分析を行い、市へ報告すること。 

なお、実施の方法等については、市と協議のうえ、取組むこと。 

 

６ 自主事業 

  科学館の設置目的に合致せず、かつ指定管理業務の実施を妨げない範囲において、自己の責

任と費用負担により実施する事業を自主事業とする。 

  自主事業の実施に当たっては、事前に市と協議し、承認を得るとともに、実施後は実施状況

及び収支結果を市へ報告すること。また、事業計画書に実施内容を記載するとともに、必要に

応じて行政財産の目的外使用許可を得ること。 

  自主事業に係る収支は、指定管理者に帰属するため、指定管理業務とは会計を分けて管理す

ること。また、指定管理業務と自主事業に共通する経費について、適切な按分基準を作成し、

事前の協議時に市に提出のうえ、市の承認を受けること。 

【業務の区分】 

指定管理

業務 

指定業務 条例や仕様書などに記載された業務 

企画提案

業務 

⑴ 仕様書で市が指定した業務のうち、その内容について指定管理者が企画提

案した業務 

⑵ その他（仕様書で市が指定した業務以外で、施設の設置目的に合致してい

る事業） 

※指定管理の収支に合算する。 

自主事業 施設設置

目的外 

指定管理業務以外で、施設の設置目的に合致しない事業のうち、指定管理業務

を妨げない事業 

※指定管理の収支に合算せず、施設の目的外使用許可を受け、使用料を支払う。 

 

７ 誘客宣伝 

  サイエンス事業の周知や施設の利用促進等、時宜を得た誘客活動、情報提供を行なうこと。 

 ⑴ ＳＮＳ、新聞、ラジオ、テレビ、雑誌等の媒体を利用した宣伝。 

 ⑵ 施設を紹介するリーフレット、ポスター、チラシ、イベント情報等の作成。 

 ⑶ 報道機関への積極的な情報提供 

 ⑷ 公共施設のポスターの掲示及びチラシの配布等、PRの相互協力 

 

８ 内部事務 

 ⑴ 経理事務 

 ⑵ 統計等資料の作成 

 ⑶ 業務委託・設備機器保守委託契約業務 

 ⑷ 視察の対応 

 ⑸ その他 

 



 

９ 対象外の事業 

 ⑴ 施設の目的外使用に関する許可事務 

⑵ 30万円以上かかる修繕工事 

⑶ 駐車場の除雪 

 

10 文書の作成・保管・引継ぎ 

 ⑴ 指定管理者が作成・取得した文書の性格 

   指定管理者が施設管理のため作成した文書又は取得した文書は、指定管理者の所有物であ

るが、公の施設の管理を記した公の文書の一面を持つ。 

指定管理者には、施設管理に係る公平・公正な事務処理を市民に説明する責務があるとと

もに、業務上取得した個人情報の厳格な管理が求められている。 

このため、管理業務に関わる文書は、常に整理整頓し、紛失、盗難、損傷等の防止等適切

な管理を行わなければならない。 

 ⑵ 文書の作成 

再委託、リース、施設修繕等の契約をする場合は、原則として契約書など関連する文書を

作成すること。 

また、修繕を実施した場合は、記録を作成し、修繕内容等を把握できる状態にすること。 

 ⑶ 文書の保管と引継ぎ 

  ア 文書の保管 

    ・指定管理者が作成・取得した管理業務に関わる文書は、施設管理における大切な記録

文書であることから、上越市文書規定により、一定の期間（最低 1年間）適切に保管

しなければならない。 

    ・文書は、市が別途指示した保存期間、これを適切に保管しなければならない。 

    ・保存期間の過ぎた文書は、焼却など適切な方法で廃棄しなければならない。 

  イ 文書の引継ぎ 

    ・市が指定管理者に文書を引き継ぐときは、引き継ぐ文書の目録と当該文書の保存期間

を明示した文書を添えて行う。 

    ・指定期間が満了したときは、指定管理者は、管理上必要な文書（指定期間満了の最終

年度の文書のほか管理上必要な文書）を市に引き継ぐこと。 

【最低1年の保存期間が必要な理由】 

    ・事業終了年度の翌年に議会での決算承認が必要とされていること。 

    ・住民監査請求の期間が事業終了後 1年であること。 

    ・新年度の管理に生かす資料であること。 

  ウ 事務引継書の作成 

    ・指定管理者は、次期指定管理者との業務の引継に際し、責任を持って対応すること。 

    ・事務引継書を作成し、市及び次期指定管理者に確実に引継ぎを行うこと。 

 

 

 



 

11 環境配慮に関する事項 

 ⑴ 業務に必要な物品等は、環境に配慮した製品を使用することとし、消耗品等は、可能な限

りエコマーク、グリーンマーク商品を使用すること。 

 ⑵ 報告書等の関係書類は、古紙混入率 70％以上の用紙を使用すること。 

 ⑶ 業務により収集された廃棄物は、分別を徹底し処理すること。 

 ⑷ 業務の遂行に当たり車両を運行する場合は、アイドリングストップや経済速度走行の励行 

等、できる限り地球温暖化及び大気汚染の防止に努めること。 

 ⑸ その他環境に配慮した業務の遂行に努めること。 

 

12 受付業務 

  親切丁寧な、利用者本位の対応を心がけ、常にサービスの向上に努めること。 

 ⑴ 清掃、施設内の整理整頓・確認（開館準備） 

⑷ 入館者対応、放送、入館者数確認、トラブル・不審者対応（開館中） 

⑸ 券売機対応、施設内の整理整頓・確認、業務日報作成（閉館後） 

 

13 案内説明業務 

   親切丁寧な、利用者本位の対応を心がけ、常にサービスの向上に努めること。 

  ⑴ 展示案内（施設の概要、展示物の説明・案内、演示実験） 

 ⑵ 展示物の管理（準備、巡回、確認） 

 ⑶ サイエンス事業の企画・実施 

⑹ その他、施設運営に関すること 

 

14 サイエンス事業業務 

サイエンス事業については、科学館の設置目的や集客が見込めるよう企画及び実施すること。

なお、科学的な知識の普及を図るため、年間を通じて幼児から高齢者までの幅広い年齢層に向

けた事業とすること。 

事業の実施にあたっては、事前に市と協議し、承認を得るとともに、実施後は実施状況及び

収支結果を市へ報告すること。 

⑴ 自然観察に関すること 原則10事業以上 

    （参考：R7年度）植物観察教室、野鳥観察教室、地層観察教室、昆虫観察教室、恐竜博

士、標本相談室、冬の星座観察会など 

  ⑵ 科学体験に関すること 原則随時 

    （参考：R7年度）サイエンスひろばの開設、学校のクラブ活動や親子活動等の要望に応

じた出前講座など 

  ⑶ 工作に関すること 原則3事業以上 

    （参考：R7年度）夏休み科学工作スペシャル、科学工作教室など 

  ⑷ サイエンスショーに関すること 原則3事業以上 

    （参考：R7年度）科学の日スペシャルサイエンスショー、雪の結晶のふしぎなど 

  ⑸ 映画会に関すること 原則随時 



 

    上映する映画を選定し、ＤＶＤ・フィルムによる映画会 

  ⑹ その他、サイエンスに関すること 原則10事業以上 

    （参考：R7年度）夏期特別展や標本作品展、上越こども発明工夫・模型・工作展、青少

年のための科学の祭典、上越市少年少女発明クラブなど 

 

15 サイエンスプレイパーク等管理業務 

サイエンスプレイパーク等管理業務は、入館者が安全に施設を利用できるよう、施設内外の

管理、環境整備に努めるものであり、誠意と細心の注意をもって行うものとする。 

⑴ サイエンスプレイパーク（以下「パーク」という。）管理（屋外施設） 

 ① 自転車の運行管理、安全点検、簡易な修理 

   ② 遊具の安全点検 

③ パーク内外の除草、植栽管理（灌水・剪定）、水路等の清掃 

④ その他目的達成に必要なこと 

⑵ チルドレンパーク（以下「Ｃパーク」という。）管理（施設内 1階） 

① Ｃパーク全体の管理、安全点検 

② 遊具・展示物の簡易な修理 

③ その他目的達成に必要なこと 

  ⑶ 定期点検 

   パーク及びＣパークの遊具の故障、故障に起因する事故を防止するため、遊具の定期点検

を行い、利用者が安全かつ安心に利用できるようにすること。 

① 実施時期・対象遊具 

実施時期 対  象  遊  具 

3月中 
スカイロープ（※）、ウッドステーション、ザイルクライミング、ワン

ダーキュービック、球泳プール 

   ※ボルト欠落等のため使用中止中 

② 業務内容 

     目視、触手、聴音、打音、揺動、検査器具による診断、判定とする。なお、点検後は、

結果報告書等を提出すること。 

 

16 その他施設の運営上必要な業務 

  市と協議のうえ、上記のほか管理上必要な業務を行う。 

 

 

Ⅲ 施設設備の維持管理に関する業務  

１ 基本的事項 

  科学館の施設設備の維持管理、保全を行うとともに、効率的な管理を図り環境負荷を低減さ

せること。 

⑴ 施設設備全般の保守管理 



 

⑵ 施設設備の保守管理に必要な知識や技術を有しない場合は、市と協議し、承認を得て、一

部を専門業者に委託する等して、機能の保持に努めること。 

⑶ 30万円未満の修繕は指定管理者が行うこと。 

⑷ 施設設備の大規模な修繕及び改修について、市に提案すること。 

⑸ 備品・リース物品の維持管理及び備品台帳の整備をすること。 

 

２ 科学館展示物保守点検業務 

科学館展示物保守点検業務については、展示物の故障などを未然に防ぎ、展示物を適切な状

態に保つために、外観・動作点検、展示物・展示装置の清掃、制御器の点検・調整、機械駆動

部分の増し締め・給油・清掃、修繕（30 万円未満）、展示用内照明球・展示用天井照明球の交

換などとする。なお、点検後は、結果報告書等を提出すること。 

⑴ 実施時期・回数 

  各月1回。ただし、5月・7月・8月は月2回とする。 

⑵ 点検内容 

   ① 施設内 1階 

箇      所 箇 所 数 

第一展示室 68 

 人類の進化（Ａゾーン） 11 

生命のふしぎ（Ｂゾーン） 13 

からだのしくみ（Ｃゾーン） 26 

健康に生きる（Ｄゾーン） 18 

チルドレンパーク（Ｈゾーン） 6 

教養資料室 1 

事務室 1 

ロビー 1 

 

② 施設内 2階 

箇      所 箇 所 数 

第二展示室 38 

 くらし・環境・エネルギー（Ｅゾーン） 22 

雪のサイエンス（Ｆゾーン） 14 

生命の進化と環境（Ｇゾーン） 3 

    

③ 施設外 

箇      所 箇 所 数 

サイエンスプレイパーク（Ｉゾーン） 0 

 



 

３ 科学館Ｇゾーン恐竜模型保守点検業務 

科学館Ｇゾーン恐竜模型保守点検業務については、本体・周辺機器・演出機器の故障などを

未然に防ぎ、良好な状態に保つため、点検を行うこと。なお、点検後は、結果報告書等を提出

すること。 

⑴ 実施時期・回数 

6月、9月、3月 各1回 

⑵ 点検内容 

項  目 内        容 

全体動作確認 演出モード動作確認、博士モード動作確認、音響・照明 

動作確認 

＜デジタル＞ 眼球（左右）、マブタ（開閉） 

＜アナログ＞ 口（開閉）、頭（ヒネリ・上下・左右）、首（上

下・左右）、胴（上下・左右） 

外装・各所 汚れ・傷、緩みなど 

調質機器 動作・設定 

レギュレーター設定圧、圧力スイッチ・エアフィルタ・ミス

トフィルタ点検、メインバルブ作動、ドレントラップ動作、

エアー漏れ 

エアーコンプレッサ 

運転時間、圧力スイッチＯＮ・ＯＦＦ設定、吸込フィルタ・

オートドレンナ点検、ベルトスリップ音、エアー漏れ、ドラ

イヤ運転、ドレントラップ動作 

コントロール 動作確認、ハンディコントロール 

その他 音響・照明機器・その他動作確認、清掃 

 

４ その他施設設備の維持管理上必要な業務 

市と協議のうえ、上記のほか施設設備の維持管理に関して必要な業務を行う。 

 

Ⅳ その他  

１ 資料の展示・案内について 

⑴ 展示物を常に良好な状態で使用、観覧できるように管理すること。 

 ⑵ 自然科学の分野に属する資料の収集、調査、研究を行うとともに、資料の利用のための説

明、助言及び指導を行うこと。 

 

２ 各種イベント等の対応について 

本市が主催・後援する各種イベントや事業等に対し協力・委託を依頼されたときは、積極的

に対応をすること。 

   また、併設するリージョンプラザ上越や他の施設との共同事業の企画・実施により、相乗効

果が発現するよう努めること。 

 



 

Ⅴ リスク分担  

１ リスク分担 

本業務の遂行中に生じるリスクは、下表に定める科学館管理運営業務リスク分担表により、

市若しくは指定管理者又は市と指定管理者の双方において負担するものとする。 

なお、市と指定管理者との協議により、内容を変更する場合がある。 

【科学館管理運営業務リスク分担表】（甲：市、乙：指定管理者） 

リスクが生ずる原因 リスク負担 

種 類 内 容 甲 乙 

法令等の変更 指定管理者が行う管理運営業務に及ぼす法令等の変更 協議事項 

第三者賠償 本業務における公害や生活環境阻害など 協議事項 

物価等の変動※ 
人件費や物品費などの物価等の変動  ○ 

 著しい物価等の変動 協議事項 

金利変動 金利変動  ○ 

不可抗力 自然災害等による本業務の変更、中止、延期 協議事項 

資金調達 必要な資金確保  ○ 

需用変動 
当初の需用見込みと異なる状況  ○ 

 著しい需要変動 協議事項 

運営費の膨張 
甲以外の要因による運営費の膨張  ○ 

甲の要因による運営費の膨張 ○  

修繕費の膨張 当初の修繕見込みと著しく異なる状況 協議事項 

債務不履行 
施設設置者の協定内容の不履行 ○  

指定管理者の業務及び協定内容の不履行  ○ 

性能リスク 仕様書等で求めたサービスの不適合  ○ 

損害賠償 
施設及び機器の不備等による事故や火災等に伴う利用者

への損害 

原因者のリスク負担。そ

の他の場合は協議事項。 

運営リスク 
施設及び機器の不備等による事故や火災等による臨時休

館等に伴う運営リスク 

原因者のリスク負担。そ

の他の場合は協議事項。 

※ 現在、物価等スライド制度の導入を検討しており、物価等の変動については協定締結前にリス

ク分担を一部見直す予定 

 


